
第1章　「健康で安全な環境の確保」 ※関連データ：右頁参照

これまでの主な取組基本計画の分野

■法律・条例による規制の徹底と監視の強化
◆環境確保条例等に基づく、固定発生源である工場・事業場への排出規制の徹底と管理の強化

・ＰＲＴＲ法（平成1３年４月施行）、環境確保条例（平成13年10月施行）による化学物質適正管理の徹底

・平成17年度、揮発性有機化合物（ＶＯＣ）排出削減に向けた取組を開始

◆都の要望に基づき、国がダイオキシン類に係る底質の環境基準を設定（平成14年９月）

・底質（河川、海域、湖沼）の環境基準：150pg-TEQ/g以下

■二次生成されるＰＭ２．５の低減
◆国に先駆け、平成11年度より、ＰＭ２．５の常時監視を実施

・一般局：足立区綾瀬及び町田市中町、自排局：足立区梅島及び国立で測定（平成17年度現在）

◆「光化学オキシダント対策検討会」設置（平成15年６月）

・光化学オキシダント濃度の低減のため、窒素酸化物濃度の低下に加え、ＶＯＣの排出削減対策の必要性を提言

◆平成17年度、ＶＯＣ排出削減に向けた取組を開始

■ガソリンからの炭化水素蒸発防止対策
◆環境確保条例に基づき、ガソリンスタンド等における蒸発防止設備の設置を義務付け

　（新設：平成13年４月１日、既設：平成15年10月１日施行）

・平成15年度、炭化水素系物質排出防止設備（ベーパーリターン）設置補助

・新車への蒸発回収装置（ＯＲＶＲ）や燃料供給施設への蒸発回収装置（ステージⅡ）の導入について国へ要望

・平成14年度の中央環境審議会「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について（第５次答申）」において、夏期に

　供給されるガソリンのリード蒸気圧については平成17年度以降、65kpa以下に低減することが適当であるとされた。
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環境確保条例の化学物質適正管理と化学物質管理促進法（ＰＲＴＲ法）

都内におけるダイオキシン類排出量の推計値
及び大気中のダイオキシン類濃度の推移

平成15年度　都内環境中のダイオキシン類調査結果

都内の光化学オキシダント（5～20時）・
窒素酸化物・非メタン炭化水素の年平均値の経年変化



第1章　「健康で安全な環境の確保」 ※関連データ：右頁参照

これまでの主な取組基本計画の分野

■化学物質の適正管理と情報の公開
◆ＰＲＴＲ法及び環境確保条例に基づく排出量、使用量等の把握を進め、集計値をインターネットで公開

・事業者説明会などによる制度の定着・排出抑制の促進を図り、環境への排出量を低減

（平成15年度排出量の対前年度比増減：ＰＲＴＲ法△300ｔ、環境確保条例△300ｔ）

◆「東京都リスクコミュニケーションあり方検討委員会」設置（平成13年７月）

・都の化学物質に関するリスクコミュニケーション推進への取組等について報告（平成15年３月）

・リスクコミュニケーションパイロット事業（ＮＥＣ府中事業所他）の実施、「ミニ環境報告書」の作成支援

■製品代替の促進と人体影響が懸念される化学物質使用の抑制
◆鉛フリー（無鉛）塗料の普及促進について、関係機関に要請（平成14年９月）、エコマーク認定取得

◆平成17年度、ＶＯＣ排出削減に向けた取組を開始（低ＶＯＣ製品の普及・啓発）

■次世代への健康影響に着目した化学物質対策の推進
◆「化学物質に関する子どもガイドライン」を作成

・塗料編（平成14年7月）、室内空気編（平成15年1月）、殺虫剤樹木散布編（平成16年3月）、食事編（平成16年7月）

■環境保健対策の推進
◆「ディーゼル車排出ガスと花粉症の関連に関する調査委員会」設置（平成13年９月）

・ディーゼル車排出微粒子が、ヒトのスギ花粉症症状の発現や悪化に影響することが明らかになった

・八都県市首脳会議において緊急提案（平成17年５月）し、八都県市共同で花粉症対策に取り組むとともに、花粉症

　対策の強化を国に働きかけることとした

２　予防原則と
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(1)　ディーゼル車排出微粒子が、ヒトのスギ花粉症症状の発現や悪化に影響
　　を及ぼすことが初めて分かった。
(2)　妊娠中にあびたディーゼル車排出ガスが、生まれた仔に影響すること
　　が初めて分かった。

　

（環境確保条例に基づく報告
量）

（ＰＲＴＲ法に基づく報告量）

平成１７年度　ＶＯＣ削減対策

　 　中小事業者の自主的取組支援

○ＶＯＣ対策ガイドの作成・活用
○技術アドバイザー派遣
○ＶＯＣに関する管理方法の作成支援

　　　低ＶＯＣ製品の普及・啓発

○シンボル事業等による普及啓発
○公共部門での低VOC製品優先使用
○低VOC塗料ラベルによる普及拡大
○八都県市による推進体制の構築
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○光化学オキシダントの低減
○SPMの環境基準１００％適合
○有害化学物質の環境リスク低減

平成２２年度までに、ＶＯＣ排出量を
３０％以上削減する
　　　　　　　　（平成１２年度比）

目標 具体的取組み

蒸発系固定発生源の内訳

中小事業者からの排出が６割以上

屋外塗装からの排出が約３割

平成14年度 平成15年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度
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都内における化学物質の環境への排出量経年変化
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「ディーゼル車排出ガスの花粉症に対する影響について新たな知見」
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これまでの主な取組基本計画の分野

■汚染地下水の浄化
◆水質汚濁防止法に基づき、有害物質の地下浸透防止の規制や指導を実施

・水質測定計画に基づき、都内全域の地下水の水質調査を継続（平成15年度：71地点中８地点で環境基準超過）

・対象事業場に対し、有害物質の地下浸透防止の規制や指導を実施（平成15年度：183ヶ所で立入検査）

■土壌汚染対策のための仕組みの整備
◆環境確保条例、土壌汚染対策法（平成15年２月施行）に基づき、顕在化する土壌汚染に対して適切に対処

・条例等に基づく土壌汚染調査の届出約2,900件のうち、約490件について汚染を確認、汚染除去等の対策を実施

◆土壌汚染対策に係る中小事業者への支援を実施

・土壌汚染の調査方法や処理技術に関する情報を提供するため、事業者説明会を開催（平成16年５月）

・低コストの土壌汚染処理技術の開発促進、土壌汚染のある狭隘な土地の有効利用方法を提起するため、

　「土壌汚染処理技術フォーラム」を開催（第１回：平成16年７月、第２回：平成17年６月）

・土壌汚染の生じた土地の適正評価を図るため、金融業者等を対象に「土壌汚染対策セミナー」を開催（平成17年2月）

・低コスト、簡易迅速な調査方法の開発促進（平成17年度：重金属類）

■ＰＣＢ廃棄物の適正管理の徹底と処理の促進
◆ＰＣＢ特別措置法及びPCB適正管理指導要綱に基づき、都内事業所のＰＣＢ保有状況等を把握、縦覧

・平成16年３月末の保管量及び使用量：高圧トランス1,695台、高圧コンデンサ23,712台等

◆日本環境安全事業（株）によるＰＣＢ廃棄物処理施設整備（平成16年７月着工、平成17年11月稼働予定）

◆PCB廃棄物処理計画案を公表（平成17年７月）、現在パブリックコメントを求めている。

■アスベスト対策の推進
◆「建築物の解体等に係るアスベスト飛散防止対策マニュアル」を改定（平成16年３月（平成９年策定））
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地下水概況調査結果

地下水汚染対策の流れ




